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1. はじめに






























の中心はチッタ・スロー協会にあり、現在世界 30 カ国、201 都市が認証を受けており、世界
中にネットワークを拡大している 4。
3   http://www.city.kesennuma.lg.jp/www/contents/1387261940195/index.html なお、気仙沼市ウェブサイト「スロー
シティ気仙沼」の映像とパンフレットは、加藤が早稲田大学早田宰教授とともに担当する「震災復興のまちづくり」
講座の成果物である。






















する審査を経て認証が行われるとされている（図表 1 を参照）。 
 
図表 1 ス  
 
出所：松永安光・徳田光弘（20 7）『地 社）, p.178-179 
 
気仙沼市では、2006 年 9 月に｢スローフード都市宣言｣を議決しており、これに関連する
活動がスローシティ認定よりも先行している。基本的に、地域固有かつ多様な食文化を尊
重し、食の安全や食育にも地域で主体的に取り組んでいくとしたものである。 
そのような活動を推進するなか、2011 年 3 月の東日本大震災と津波によって、市内湾岸
部を中心に甚大な被害を被った。 
気仙沼市の人口は 66,929 人（2015 年 9 月末）であり、スローシティ認定の基礎条件で
ある人口 5 万人以下の都市という条件に当たらなかったが、それまでのスローフード運動
への取り組みやまちづくりの基本理念及び条件が多く重なったことから、2013 年 4 月に我
                              
4http://www.cittaslow.org/download/DocumentiUfficiali/CITTASLOW_LIST_october_2015.pd
f を参照のこと。 
気仙沼市では、2006 年 9 月に ｢ スローフード都市宣言 ｣ を議決しており、これに関連する
活動がスローシティ認定よりも先行している。基本的に、地域固有かつ多様な食文化を尊重し、
食の安全や食育にも地域で主体的に取り組んでいくとしたものである。
そのような活 11 3 月の東日本大震災と津波によって、市内湾岸部
を中心に甚大な被害を被った。
気仙沼市の人口は 66,929 人（2015 年 9 月末）であり、スローシティ認定の基礎条件であ
る人口 5 万人以下の都市という条件に当たらなかったが、それまでのスローフード運動への













はそれぞれ、鹿折地区については 2015 年 8 月 27 日午後で 9 名、内湾地区については 8 月 28











人は、25 名中わずか 1 名であった。このことから、スローシティという「言葉」に対しての
情報宣伝が十分ではないということが分かる。
したがって、言葉を知るきっかけがない以上当然のことではあるが、スローシティの内容










その原因として考えられるのは、｢ スローシティ ｣ という名称と震災復興の進捗状況とが直接

















































るものである。2012 年 7 月から開始され、「太陽光」「風力」「水力」「地熱」「バイオマス」の
いずれかで、国が定める基準を満たす設備を設置して新たに発電を始めたものを対象とする。

























材の燃料として年間 10 万立米の間伐材等が使用と 12 から 13 億円の売電収入、50 人程度の
雇用が見込まれる。つまり、利用価値の小さかった林野は、FIT によって文字通り「宝の山」
となる可能性をもったということである。
2014 年 1 月現在、全国で 37 の木質バイオマス発電施設が FIT により売電しているが、
FIT 認定件数は 100 件で合計 170 万 kW に達しており、このために必要な木材は単純計算で
3,000 万立米である。他方、日本全国で年間 2,000 万立米の未利用間伐（いわゆる「切り捨て
間伐」）材等が発生していると推計されており、これは乾燥材 800 万トンに相当する 7。
つまり、現状の有効利用されていない 2,000 万立米の他に、あらたに 1,000 万立米の燃料

























転嫁するものである。2012 年 7 月から開始され、「太陽光」「風力」「水力」「地熱」「バイ
オマス」のいずれかで、国が定める基準を満たす設備を設置して新たに発電を始めたもの

























                              
6 経済産業省資源エネルギー庁（2015）。以下、本項の数字は同冊子による。 
メタン発酵ガス 一般木質バイオマス 建設資材廃棄物 一般廃棄物









図表 3 FIT のバイオマス電源 1kWh あたりの調達価格
資料：経済産業省資源エネルギー庁（20 作成。
7   林野庁編（2014）181 ページ。
8   NPO 法人バイオマス産業社会ネットワーク「 バイオマス白書 2015 ウェブサイト版」  
（http://www.npobin.net/hakusho/2015/）
9   國井大輔・澤内大輔・ 林岳「地域資源の利用促進政策のための多角的影響評価：岩手県西和賀町の小規模木質バイ
オマス利用を事例に」（日本地域学会 2013年度個別口頭報告）
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図表 4 プロジェクトにおける地域内循環のイメージ 12
そして、ここで特徴的なのは、燃料材を買い取る際に、市場価格相当の 1 トンあたり 3,000
円に加えて、新たに導入した地域通貨「リネリア」を 3,000 円分の計 6,000 円を支払う点である。
地域内での消費を促す目的もあるが、2014 年 5 月現在で 181 店での利用が可能となっており、
スーパーマーケットでの使用が最も多いという。2012 年 12 月に間伐材・林地残材の買い取
りが始まると、2013 年 5 月までの半年の間に 800 トンが集まり、地域通貨リネリアも 400 万
円相当が発行された 13。





現在の気仙沼市森林組合は、1962 年に旧気仙沼市の新月、松岩、鹿折、大島、階上の 5 地
区の森林組合が合併し、さらに 1965 年に旧唐桑町が気仙沼市と合併するのにともなって、旧
唐桑町森林組合が合併したことで成立している。2014年度末時点の組合員数は、正組合員1,174
名、准組合員 1470 名の計 1,244 名である。
組合員資格は、森林所有面積50アール以上の個人、地区内にある生産森林組合その他の法人、
地区に隣接する市町村の生産森林組合その他の法人で、1 口 200 円の出資金が 20 口以上を要
件としている。
意志決定機関は総代会で、定数 200 名（現在は欠員 5 名）の総代は、組合員数に応じて地
区ごとの定数が定められ、選挙によって選出される。3 年任期であり再選を妨げない。
12   http://chiiki-energy.co.jp/business/reneria（気仙沼地域エネルギー開発株式会社のウェブサイト）
13  佐藤・興梠・家中（2014）218 ページ。
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員数は正組合員 588 名、准組合員 54 名の計 642 名である。組合員資格は、区域内に森林を所


















り価格とコストの問題であるという。同プロジェクトは、1 トンあたり 6,000 円（現金と地域
通貨の合計）で買い取ることになっている。しかし、生木で納入する場合には水分が多く含ま






















































































林野庁編（2014）『森林・林業白書 平成 26 年度版』農林統計協会
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